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1 消防法の改正について   することの重要性が増しているところである。   

今回の消防法の改正は、地域における現状の医療資源を前提に、消防機  

関と医療機関の連携体制を強化し、受入医療機関の選定困難事案の発生を  

なくすとともに、医学的観点から質の高い、傷病者の状況に応じた適切な  

搬送及び受入体制を構築することを目指すものである。  

傷病者の搬送及び医療機関による受入れをより適切かつ円滑に行うため、  

「消防法の一部を改正する法律（平成21年法律第34号）」が平成21年  

5月1日に公布され、同年10月30日に施行されることとなった。  

（1）背景  

平成18年及び平成19年に奈良県で、平成20年に東京都で発生した   

妊婦の救急搬送事案など、救急搬送において受入医療機関の選定が困難な   

事案が全国的に発生し社会問題化したところである。こうした事態を受け   

消防庁と厚生労働省が行った、救急搬送における医療機関の受入状況等実   

態調査によると、平成20年において、重症以上の傷病者の救急搬送約4   

1万件のうち約1万7千件（約4．1％）の事案で、また、産科・周産期   

傷病者の救急搬送約1万6千件のうち約1干件（約6．3％）の事案で、   

救急隊が現場に到着してから医療機関の選定を終え現場を出発するまで   

に30分以上を要するなど、受入れは大変厳しい状況となっており、また、   

選定困難事案が首都圏、近畿圏などの大都市部に多く見られるなど、地域   

的な特徴も明らかとなったところである。  

こうした選定困難問題を解決するためには、救急医療に携わる十分な医   

師の確保、勤務条件の改善などの構造的な問題を解決しなければならない   

ことが指摘されているが、当面の対応として現状の医療資源を前提に消防   

機関と医療機関の連携を強化するなどの対策を講じることが必要である。   

事実、大都市部においても、傷病者の搬送及び受入れの際に、傷病者の状   

況に応じた搬送について関係者間で明確なルールを共有することで、円滑   

で質の高い救急搬送及び受入れを行っている地域もあるところである。  

このような状況に加え、近年の医療の進歩とともに、傷病の発生初期に   

実施すると効果的な医療技術が発達しているところであり、傷病者の救命   

率の向上及び予後の改善等の観点から、救急搬送における病院選定から医   

療機関における救急医療の提供までの一連の行為を迅速かつ適切に実施  
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（2）改正の内容  

今回の消防法改正により、各都道府県に、消防機関や医療機関等が参画   

する協議会を設置するとともに、救急搬送及び受入れの実施に関するルー   

ル（実施基準）を策定することが義務づけられた。  

また、協議会において実施基準に基づく救急搬送及び受入れの実施状況   

を調査t分析し、その結果を実施基準の見直しに反映させることとされて   

いる。  

このことは、PDCAサイクル（plan－do－Check－aCt CyCle）を活用し、   

より質の高い救急搬送及び受入れを目指すものであり、消防機関と医療機   

関がそれぞれ保有する客観的なデータを収集・分析することが極めて重要   

である。  

特に従来、消防機関が保有する搬送に関する情報と、医療機関が保有す   

る救急搬送後の転帰情報等を合わせて分析することが一般には行われて   

いないが、傷病者の状況に応じた適切な医療を提供するための実施基準の   

策定とその見直しを行うためには、両者の情報を合わせ分析することが必   

要である。  

これらの調査・分析に基づき地域の実情を把握し不断の見直しを行うサ   

イクルを実施することが重要である。   
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消防法改正（1）：協言募会について  

協議会  

都道府県に設置  

－、●、  ○：権威メンバー  

・消防機関の職員  

・医療機関の管理者又はその指定する医師   
（救命救急センター長など）  

・診療に関する学識経験者の団体の推薦する者  

・都道府県の職員  

・学識経験者等（都道府県が必要と認める者）  

○ 役割  

・傷病者の搬送及び受入れの実施基準に関する   
協言義  

・実施峯準に基づく傷病者の搬送及び受入れの   
実施に関する連絡調整（調査・分析など）  

A亡t  

実施基準の  
改昔・必要な  
意見具申  

Do  

実施基準を   
実行  

実施基準  
搬送・受入れの実施  
に関し必要な事項  

Che〔k  

実施基準の実  
施状況の調査、  
分析に基づく  
評価  

、¶・・■■し－－←■ノ   

また、協議会については、都道府県に対し、傷病者の搬送及び受入れの  

実施に関し必要な事項について意見具申できることとされており、協議会  

での検討の過程で医療提供体制そのものの充実強化の必要がある等の認  

識が得られた場合は、その旨、都道府県知事に対し、意見を述べることが  

出来るとされている。  

消防法改正（2）：実施基準（ルール）について  

転帰情報等  ・救急搬送後の  

実施基準（ルール）  

都道府県が策定・公表  

①傷病者の状況に応じた適切な医療の提供が行われる   
医療機関のリスト  

②消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中から   
搬送先医療機関を選定するためのルール  

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する   
ためのルール  

④ 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において   
傷病者を受け入れる医療機関を確保するために、消防   
機関と医療機関との間で合意を形成するためのルール  
等  

※都道府県の全区域又は医療提供体制の状況を考慮した区域ごとに定める。  

総務大臣  
厚生労働大臣   

情報提供  
等のほ助  

に意見聴取  



消防法（昭和23年法律第186号）（抄）   

第7章の2 救急業務   

第35条の5 都道府県は、消防機関による救急業務としての傷病者（第2条第9項に規定   
する傷病者をいう。以下この章において同じ。）の搬送（以下この章において「傷病者の搬   
送」という。）及び医療機関による当該傷病者の受入れ（以下この章において「傷病者の受   
入れ」という。）の迅速かつ適切な実施を図るため、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実   
施に関する基準（以下この章において「実施基準」という。）を定めなければならない。  
2 実施基準においては、都道府県の区域又は医療を提供する体制の状況を考慮して都道府   
県の区域を分けて定める区域ごとに、次に掲げる事項を定めるものとする。   
一 傷病者の心身等の状況（以下この項において「傷病者の状況」という。）に応じた適  
切な医療の提供が行われることを確保するために医療機関を分類する基準   
二 前号に掲げる基準に基づき分類された医療機関の区分及び当該区分に該当する医療機  
関の名称   
三 消防機関が傷病者の状況を確認するための基準   
四 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関を選定するための基準   
五 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関に対し傷病者の状況を伝達するため  
の基準   
六 前二号に掲げるもののほか、傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の合   
意を形成するための基準その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項   
七 前各号に掲げるもののほか、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関し都道府県  
が必要と認める事項  
3 実施基準は、医学的知見に基づき、かつ、医療法（昭和23年法律第205号）第3   
0条の4第1項に規定する医療計画との調和が保たれるように定められなければならな   
い。  
4 都道府県は、実施基準を定めるときは、あらかじめ、第35条の8第1項に規定する協   
議会の意見を聴かなければならない。  
5 都道府県は、実施基準を定めたときは、遅滞なく、その内容を公表しなければならない。  
6 前3項の規定は、実施基準の変更について準用する。   

第35条の6 総務大臣及び厚生労働大臣は、都道府県に対し、実施基準の策定又は変更に   
関し、必要な情報の提供、助言その他の援助を行うものとする。   

第35条の7 消防機関は、傷病者の搬送に当たっては、実施基準を遵守しなければならな   
い。  

2 医療機関は、傷病者の受入れに当たっては、実施基準を尊重するよう努めるものとする。  

第35条の8 都道府県は、実施基準に関する協議並びに実施基準に基づく傷病者の搬送及   
び傷病者の受入れの実施に係る連絡調整を行うための協議会（以下この条において「協議   

会」という。）を組織するものとする。  
2 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。   
－ 消防機関の職員   

二 医療機関の管理者又はその指定する医師   
三 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者   
四 部道府県の職員   
五 学識経験者その他の都道府県が必要と認める者  
3 協議会は、必要があると認めるときは、関係行政機関に対し、資料の提供、意見の表明、   
説明その他の協力を求めることができる。  
4 協議会は、都道府県知事に対し、実施基準並びに傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実   
施に関し必要な事項について意見を述べることができる。  
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医療計画において明示される救急医療に関する機能  

座急朋調性l   

救急医療の機能  

休日夜間急患センターや24時間対応する診療所等で初期の救急医療を提供する機能  

緊急手術や入院を必要とする救急患者に医療を捷供する機能  

生命lこかかわる量罵な散急患者に救命医欄を提供する機能  

精神科撒鳥について、綿羊制による緊急時における適切な医療及び保雄の機会を確保するた  
めの機能．王魔の症状を呈する精神科急性期患者に対応するための中核的な機能、等。  

災害時における医療  

へき地の医療  

産期医療   

児医療  

高度な狩欄を要するリスクの言い分娩を扱う機能  

在宅当番医削、休日夜仰急患センターや24時間対応する診療所等  
初期の小児救急医療を提供する機能  

緊急手術や入院を必手とする小児撒急患者に医療を檀供する機能  

生命にかかわる重篤な小児救急愚老に救命医療を嬢供する機能  

r医療提供体制の確尿に関する基本方針」（厚生労働省告示）   

医療計画における救急医療提供体制  

三次救急  

医療機関  
（救命救急医療）  

緊急性・専門性の高い脳卒中、急性心筋梗塞等や、圭症外傷琴の複  
数の給積科領域にわたる疾病筆、幅広い疾患に対応して、高度な専  
門的医痩を総合的に実施。  
その他の医療機朋では対応できない重篤患者への医額を担当し、地  
域の救急患者を最終的に受け入れる役割を果たす。  

地域で先生する救急患者への初期診環と応急処祉を行い、必要に応  
じて入院治療を行う。医療機関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等  
に対する医療等、自施設で対応可能な範囲において高度な専門的診  
療を担う。また、自施放では対応困難な救急点者については．必要な  

救命処置を行った後、速やかに、救命救急医環を担う医療機関等へ  
紹介する。  

ニ次救急  

医療機関  

初期救急  

医療機関  
主に、独歩で来院する軽度の救急患者への夜間及び休日における外  
来診療を行う。  

参考「疾病又は事業ごとの医療体制について」腫生労働省匿政局指導課長通知）  
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以下、消防法第35条の5第2項各号について整理する。  2 傷病者の搬送及び受入れの実施基準について  

都道府県は、消防機関や医療機関等が参画する協議会における協議を経て、   

消防法第35条の5第2項各号に規定する傷病者の搬送及び受入れの実施   

基準を策定していくこととなる。   

当該実施基準の策定は、現状の医療資源等を活用し、傷病者の搬送及び受   

入れをどのように行っていくべきか、消防機関及び医療機関等が共通の認識   

の下で、当該都道府県における対応方策を決定していくことを意味するもの   

である。  

従来、救急隊は、傷病者を観察し、適当な診療科に当てはめることにより   

受入医療機関を選定してきたが、救急隊がエックス線撮影やエコー検査、血   

液検査等を現場で実施できるわけではないことを念頭におくと、診療科に応   

じて傷病者を当てはめるのではなく、傷病者の症状等に応じて対応出来る医   

療機関をあらかじめ整理しておくことが、適切な傷病者の搬送及び受入れを   

実施していく上で重要である。そのため、消防法では、各都道府県において、   

傷病者の症状等を分類基準として策定し、その症状等に応じた医療機関を明   

らかにしていくこととされており、その上で、当該医療機関に傷病者が適切   

に搬送されるよう、救急隊の観察や伝達の基準についても、関係者での協議   

を経て定めることとなっている。  

また、これらの基準に基づき、受入医療機関が速やかに決まることが望ま   

れるが、一方で、受入医療機関の選定に時間を要し、医療機関への照会回数   

が多くなる事案も起こっており、こうした事態にも対応する必要があること   

から、受入医療機関が速やかに決まらない場合の医療機関の確保方策につい   

ても、関係者間で協議し、都道府県が実施基準として策定することとなって   

いる。   

第1号（分類基準）  

傷病者の心身等の状況に応じた適切な医療の提供が行われることを確  

保するために医療機関を分類する基準  

1 総論   

第1号の基準（分類基準）は、傷病者の状況に応じた適切な医療の提供を   

行うために、医療機関を分類する基準を定めるものである。   

救急搬送は、その症状が著しく悪化するおそれがあり、又はその生命が危  

険な状態にある傷病者等を搬送するものであることから、分類基準は、当該  

傷病者の生命の危機の回避や後遺症の軽減などが図られるよう定められる  

必要があり、優先度の高い順に緊急性、専門性、特殊性の3つの観点から策   

定される必要がある。  

（1）緊急性  

生命に影響を及ぼすような、緊急性が高い傷病に対応するもの。  

（2）専門性  

緊急性には該当しないが、専門性が高いもの。  

（3）特殊性  

緊急性には該当しないが、搬送に時間を要している傷病等、特殊な対応   

が必要なもの。   



2 具体的内容  

以下、各項目について具体的な内容を例示するが、例示した事項はあくま   

で各地域で分類基準を策定する際の参考例となるものである。したがって、   

どの事項を採用するかは地域の実情に応じて決定されるべきものであり、全   

ての事項に従って分類しなければならないというものではない。  
特殊性  

緊急性には該当  
しないが、特殊  
な対応が必要な  
もの   

（1）緊急性  

生命に影響を及ぼすような、緊急性が高い傷病に対するもの。   

（ア）国  

特に重症度■緊急度が高く、生命への影響が極めて大きいもの。緊  

急的に対応できる体制を構築しておくため、分類基準を策定すること  

が適当であると考えられる。医療資源を特に投入できる救命救急セン  

ター等の医療機関に、直ちに搬送する必要がある傷病者の症状等が想  

定される。  

なお、各地域で救急搬送について何が問題となっているかを協議会として  

認識し、御着会で決定するこ  

とが重要である。   

また、消防法第35条の8に規定する協議会の役割である「実施基準に係  

る連絡調整」の一環として、実施基準の実施状況について調査・分析を行い、  

その調査・分析結果に応じて分類を行うことが考えられる。  

救命救急センター等  

重症度▲緊急度が高い  
脳疾患に対応できる  
救命救急センター、  
二次救急医療機関等  

重篤感あり  

心肺機能停止  

容体の急速な悪化・変動  

重篤を示す／くイタルサイン参考値  

・意 芸鼓：JCSl00以上  
・呼 吸：10回／分未満又は30回／分以上、呼吸音の左右差、異常呼吸  
・脈 拍：120固／分以上又は50回／分未満  
・血 圧：収縮期血圧90mrnHg未満又は収縮期血圧200m汀1Hg以上  
・Sp02：90％未満  
・その他：ショック症状  

※上記のいずれかが認められる場合  

ニ次救急医療機関  

恨急幣送におt‾そ重圧苫・繋急庶事Ijl斬喜j作成委員会報告書（平成16年3月  
r財：穴き婿嘩計同委芦長・封笥低次菩‡書下李‡矢作）を苛考に作成  

初期救急医療機関  
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分類基準を策定することが適当である。  （イ）症状・病態等によって重症度・緊急度「高」となるもの  

症状1病態等によって、重症度■緊急度が高いと考えられるもの。  

救命救急センターまたは、傷病者の症状等によって、専門性が高い  

二次救急医療機関で対応することについて、調整し体制を構築して  

おく必要があるため、分類基準を策定することが適当であると考え  

重症度・緊急度が高い小児   

重症度t緊急度が高い小児では、病状が急変する可能性が高いこ  

とを念頭に対応する必要があり、小児特有の傷病を念頭に置く必要  

があることから、分類基準を策定することが適当であると考えられ  

る。   

ただし、手術の可能性がある腹痛等、緊急性が高い場合は、むし  

ろ緊急性の観点から対応すべきであること等について、関係者間で  

認識を共有し、分類基準を策定することが適当である。  

られる。  

生命に直結する［垂直］や  心筋梗塞（急性冠症候群）  が疑われ  

る場合や、重症度・緊急度が高い［垂直］、［車重二］、［互垂］、  

頂軸「などが想定される。   

こうした重症度・緊急度が高い症状を呈する傷病者については、  

傷病者の搬送及び受入れが比較的うまくいっている地域においても、  

実際にどのように実施しているのか関係者間で改めて確認し共通認  

識を持つことが重要であると考えられる。   

参考として、分類の具体例を示す。   

参考文献として、平成16年3月に「救急搬送における重症度・  

緊急度判断基準作成委員会報告書」（（財）救急振興財団 委員長：  

島崎修次杏林大学教授）が報告されている。  

（3）特殊性  

緊急性には該当しないが、搬送に時間を要している傷病への対応等、特   

殊な対応が必要なもの。  

なお、当報告書では、生命への影響に必ずしも直結するものではないが、   

特に専門的な医療機能が必要であり、そのために受入医療機関の選定が困   

難となるものについて、専門性ではなく特殊性として整理している。  ：／／www．fasd．0「．  hansoOl．  

搬送先の選定が困難な例として   

① 必要な医療を提供できる医療機関が脹られるもの   

・ 開放骨折   

・ 四肢断裂  

眼疾患   

・鼻出血   

② 傷病者背景があるもの   

・ 透析   

・精神疾患   

・ 急性アルコール中毒  

12   

（2）専門性  

緊急性には該当しないが、専門性が高いもの。  

重症度・緊急度が高い妊産婦   

重症度・緊急度が高い妊産婦では、妊婦及び胎児の両者に対応す  

る必要があり、また、妊産婦特有の傷病を念頭に置く必要があるこ  

とから、分類基準を策定することが適当であると考えられる。   

ただし、脳卒中疑い等、緊急性が高い場合は、むしろ緊急性の観  

点から対応すべきであること等について、関係者間で認識を共有し、  

11  



参考（分類基準に関するもの）   ・未受診の妊婦  

等があると 

いるかは、地域によって異なっており、分類として策定するかどうかは、  

地域においてどの医療機能が不足しているか等の実情に応じて検討して  

いくこととなる。   

分類基準を考えるに当たっての参考例を以下に示す。   

例示した事項はあくまで各地域で分類基準を策定する際の参考例となる  

ものである。したがって、どの事項を採用するかは地域の実情に応じて決定  

榊郵剥こついて分類しなければならないという  

ものではない。  

参考として、堺市においては、生理学的評価、循環器疾患、脳血管障害、消  

化管出血、急性腹症、外傷・熱傷等について、基準が定められている。   脳卒中疑い  

脳卒中については、治療が開始されるまでの時間が、予後に大きく  

影響を及ぼすため。  

さらに、脳梗塞について、迅速に治療を開始するために、医療資源  

また、妊産婦、小児、精神疾患への対応については、それぞれ、厚生労働省  

で別途検討されている、「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会  

報告書」、「重篤な小児疾患に対する救急医療体制の検討会中間取りまとめ」、  

「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会報告郵を参考に体制を  

構築していくことが考えられる。  

t－PA適応疑い  の状況に応じて   を分類することも考えられる。  

心筋梗塞（急性冠症候群）疑い   

心筋の虚血があった場合には、再濯流療法を始めとした治療が開始  

されるまでの時間が、予後に大きく影響を及ぼすため。  

特徴的な胸痛はないが、心電図所見や不快感等その他の症状により、  

心筋梗塞（急性冠症候群）が疑われる場合があることから、  重症度・  

師弛斬凱瀾痛に含めることは適当ではないとの考え方もある。  

重症度・緊急度が高い胸痛  

心筋梗塞（急性冠症候群）を疑う主な症状の一つとして胸痛がある  

が、必ずしも心筋梗塞（急性冠症候群）を疑う典型的な所見がない胸  

痛もあり、その中には大動脈解離等、緊急性の高い傷病が含まれるた  

め。  

胸痛と共に強烈な痛み、背部の激痛がある場合等。  

13  14   
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とから、特に、他の症状等とあわせて総合的に判断すべきであり、担  重症度■緊急度が高い外傷  

等、その他の分類基準   心筋梗塞（急性冠症候群）疑い  卒中疑い  高エネルギー外傷等、受傷機転から重症化を予測し、適切な医療を  

提供する必要があるため。  

車が高度に損傷、車から放出されている場合等。  

の中で対応すべきとの考え方もある。   

⑨L消化管出血「  

消化管出血（吐血・下血と血便）については、急変する場合も念  

頭に、緊急内視鏡検査の対応が必要となる場合があるため。  

■ 大量の出血、肝硬変の既往がある場合等。  

重症度・緊急度が高い熱傷  

熱傷の重症度判定基準（A r t zの分類）等による、重症度が高い  

傷病者については特に、適切な医療を提供する必要があるため。  

以下の状況等。  

Ⅱ度30％以上  

Ⅲ度10％以上、もしくは顔面・手足・陰部のⅢ度熱傷  

気道熱傷、広範囲の軟部組織の外傷、骨折の合併  

化学熱傷、電撃傷  

重症度・緊急度が高い腹痛（急性腹症）  

緊急手術が必要となる可能性があるため。  

腹壁緊弓長の場合等  

重症度一緊急度が高い中毒   

○ 参考‥救急搬送における重症度・緊急度判断基準作成委員会報告書  

敷急搬送における睾症度・緊急度判断基準作成委員会報告書  
（平成16年3月（財）枚急振興財団 委員長島崎修次杏林大学教授）   

※救急隊員が裾用しやすいよう、心疾患や脳血管障害等の疾患別ではなく、症状を中心に10種類め重症度・  
緊急度判断基準を作成。  

・発生状況から明らかに誤飲・誤食等が疑われる場合だけでなく、原  

因がよく分からない意識障害の場合等、急性中毒を疑って、適切な医  

療を提供する必要があるため。   

・毒物、医薬品、農薬、麻薬等を摂取した疑いがある場合、何を飲ん  

だか不明である場合、集団で発生している場合等。   

⑦［直垂］  

⑧   

・傷病者の生命の危機に関連する可能性があるため。   

・重積発作がある場合等。   

・意識障害や呼吸困難の分類基準を策定し、その中で対応するという  

考え方もある。ただし、意識障害や呼吸困難について分類基準を策定  

し、広く特定の医療機関で受け入れるという考え方がある一方で、意  

識障害や呼吸困難については、様々な要因により起こる症状であるこ  

15  

外傷  熱傷  中毒  意三戟 障害  胸痛慨   消化管 出血  腹痛  周産期  ‖ r乳幼児   

意∴粍：JCSlOO以上  
呼吸：10画／′分乗満又は30回／分以上、呼吸音の左右差、異常呼吸  脈拍、血圧、  

生理学  脈 拍て120回／分以上又は50回／分未満  5pα零につ  
血圧二 収縮瓶血圧90mmH月末扁又は20α†－mト篭以上  いて新生児、   

的評価  SpOz：900も未満、  乳児、幼児に  
その他：ショック症状  零  意雄、呼吸、                                                                           分けて基準  
※上記のいすれかが㍑められる場合  

・気道熱傷  ・毒物抜取  ・進行性の  tチアノ▼ゼ  ・チアノーゼト肝硬変 仁腹壁黙長    ・大1の性器  ・出血傾向     ・他の外傷口 件 

症  状等  の熱傷  
・t撃儒   ・化学熱儒  

等   ・痙攣   

一価   
・四肢切断等  

・車外へ放出  
受  

機   
る巻き込み苓  

J学   ・顔面骨折 ・仰の動揺 ・穿通†生外傷               此 【  ‖ 】 ‖ ‖       儒 転   ・車の楕Ⅰ云 ・研墜落 ・機It器具によ         1 ‖ u       ！  ≠   

報告書を基に消防庁で作成した概要  
16   



以下、実際に傷病者の搬送及び受入れの実施基準を定め運用している堺  

市域二次医療圏（拡大メディカルコントロール協議会（仮称））の例を示す。  ガ■・∬■■′リ7一ジシー′ ＆ 棚■   
救急昧名  l覚知日時 平成 年 月  日  時 分   
医療掴l着日時 平成 年  月  日   時  分  】搬送先債権椙屈l  ）   

礪病者情現l氏名 ロ男・ロ女．札T，S．11 年  月  己生（ 歳〉 】m 
初期評価  無  脊  鞘せで   

気i8閉塞  ロ  ［コ  ロ  
呼吸異常  ［〕  ロ  ［］  

生  ロ  t⊃  □  

理  □  ロ  ロ  
無  材  柵せす  

拘  ロ  ロ  口  
押  
価  
脈拍数  コ（ ）   50東浦120以上   
硯期血三三＝（ ）   駒川化兼備   

全身欄眉  
騰放性頭蓋陥没骨折  
顔面・頚部の高度な楕膿  
顆部・胸部の皮下気臆  ロ  ロ  ［】  
外耳静僻の著しい怒張  ［］  口  口  
網郭の動揺・7レ1■／レチェスト  【】  ロ  ［］  

l蜘膨隆、信性邑方加  ロ  □  D  
骨盤の勤遠．下肢よ凄  □  □  口  
情細部から凪軽部までの鋭き勺積揚  ロ  〔〕  ［】  
15％以上の熱傷または気道摘  ［コ  【】  lコ  

同大鎚骨折  □  lコ  □  
デグロービング損傷  巳  ロ  〔コ  
凶厳の♯断  ［コ  【⊃  

四月支の麻鉱  ロ  □  ［】   

状況棚  

無  有  陣伍せす   
ロ  □  【コ  

車が高度に璃価している  1且艮⊇＿と之上  

♯出に20分㌫上要した  〔］  口  ［］  
6〔〉km／／11r以上での柵儒  口  由  □  

ロ  lコ  田  
口  同  【］  ロ  【コ  ロ  

貴 傷 徽 l己   1初期鯵療浬当医コメント  
衝突邪のバンパーに変形あり  ロ  □  □  

ロ  ロ  【】  t鶏髄具に巻き込まれた  
叫  ［ユ  □  ロ  
叫  口  （コ  （コ  □  ロ  ロ   
粗相定離由 （DA，日払 ロC． □D）  病院 
明答決定までの聖顔壌関への【相国枚（  回）  

■．亀恥～一  瞥l圭一【il－i叫  矩  さI J  撒  ゞl   
閏 l■   昭111嶋jユ榊 瑚  恨  ′t  仁l  坤  り  瀬ざ1        ノミ∴ヤ増塊甥．   

事暮｛・★増ゃl軋弘j  しっ郭・＝互．札■l．i．H  咋  〃 l！1とl 練1 11い 
洞見IItよ  

攣 †「  苓  田   

甘   
．象 れ仲     †l■・l  

I 申巨   場・：朴む  

u  1粕川瑚l鞘沌ト■▲叶  
中  恥・’・慕巾（  

…   ▼－・ l●  山 （□▲．□u． □C月． ロD；  
イ丁目l一・  

し悠三i旦  ロ ーb一 ロ  

ノーl・・ニ・1∴ナt・・‾ ニノ   

華  診療科 l授当匡 
息  病態またけ診漸確 l鼻乍蟹 

外  口 頒宅  口 外来死亡  ロ ブ＼浣  □ 同日l丘透＊＊  

来   
入院後   担当   診環科 l主治医 

入  
浣  頸＃部（ ）、顔面 く ）、隋都（ ）、服部 （）、四肢骨整（ ）．体寮（ l  

IS／P5  1SS l予動生存率（Ps）  
主たる治療  □保存的治森   口粥頭術   □劇壇聞暖術   □TAE  □報．血的】田方臨写術  ロ その他   
退院日  年  月  日   
七  □自宅退院、   口伝1掟、   □死亡  

帰  
回答  匝答部署 l回答者 

翳  れ諷M．  
ヮ・川▲∴・・・／ノ・‥  

カ．  

埠  
WⅧ士  1：－．・；一．  
l■t 職   ∴ウ†吏Itr■  ＝＋一．5J  l■－1‥l■こ，キ▼サ  

阜   
人・l       †1蝿沖 Il    十  

か購釆  
l丹  一I11イ「げ州疇  i‾11I    l   ニ■■l¶    り一＝！岬ノハl■lⅧ  

，＼  攣増．  野手盲7  

坪  
Ⅴ   

j■1十   ■／11r．   

用喝il  隼  

i  】  
用一声山岡  ；：iト1：声   ：竹1■  

椚れ車  lけ             1さゝヰ  叫世に  

l呵甘  巧冥加欄こ                l・・】i言什．   

山側蛙ぷ  
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・脳神経外科等の関連診痺科を有しない周産期母子医療センターについては、  

近隣の救命救急センター等といつでも連携できる体制を整える。  

・都道府県は、周産期医療協議会、救急医療対策協議会やメディカルコント  

ロール協議会といった医療関係者や消防関係者が集まる協議会等を活用し、  

周産期に関連する救急患者の受入先の選定、調整及び情報提供のあり方等を  

検討する。消防機関の搬送と病院前救護の質向上のためには、メディカルコ  

ントロール体制の確保が重要であり、メディカルコントロール協議会に周産  

期医療関係者も参画するなど、メディカルコントロール協議会においては周  

産期医療との連携に十分配慮する。  

・都道府県は、救急患者の搬送及び受入基準の運用にあたり、必要に応じて、  

重症患者に対応する医療機関を定める等、地域の実情に応じた受入の迅速化、  

円滑化の方策を検討し、実施するとともに、そのために必要な医療機関に対  

する支援策を行う。  

（2）新生児搬送体制  

NICUのない施設や自宅で出生に至った低出生体重児などを搬送する新   

生児搬送体制についても整備を強化する。また、新生児の迎え搬送、三角搬送、   

戻り搬送などを担う医師等の活動を適正に評価する。都道肝県が主体となって   

新生児搬送や母体搬送に対応できるドクターカーを備え、併せて運転手、搬送   

担当医師及び看護師を確保する。その場合、ドクターカーの設置施設及び搬送   

の具体的な運用等については都道府県の周産期医療協議会で検討する。  

（3）広域搬送体制  

地域の必要性に応じて、県境を越えた医療機関及び救急隊との救急搬送ネッ   

トワークを構築する。  

関係する都道府県及び周産期母子医療センター、周産期救急情報システムの   

役割については周産期医療対策事業の見直しの中で、明確にする。  

広域搬送に際しては、救急医療用ヘリコプターや消防防災ヘリコプター等を   

う舌用した搬送体制を検討する。更に、県境を越えた搬送症例においては、家族   

の利便性の観点から、また母親が児に接する機会を増加させる意味でも戻り搬   

送の必要性は高く、これに対する体制整備を推進する。  

（4）戻り搬送  

総合周産期母子医療センターが受け入れた妊産婦及び新生児を、状態が改善   

し搬送元医療機関での受入が可能になった時に、搬送元医療機関等に搬送する   

牒制（戻り搬送）を促進する。この時、病院及び家族の経済的負担を軽減する   

ための対策等も検討する。  

厚生労働省：周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書  

～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けて～  

（平成21年3月4日）  

＜概要＞   

◆救急患者搬送体制の整備   

・救急患者の病態に応じた搬送・受入基準を作成   

・重症患者に対応する医療機関を定め、地域の実情に応じた受入迅速化、円  

滑化の方策を検討・実施   

・県境を越えた医療機関との救急搬送ネットワークを構築   

◆搬送コーディネーター配置等による救急医療情報システムの整備   

・情報通信技術の活用等により周産期救急情報システムを改良   

・搬送コーディネーターを地域の中核医療機関又は情報センター等に配置   

◆地域住民の理解と協力の確保  

■ 地域住民への情報公開  

・ 地域住民の啓発活動  

住民主催の勉強会の開催など地域住民による主体的な取り組みを支援し、  

住民とともに地域の周産期医療を守っていくことが重要。   

◆対策の効果の検証と改良サイクルの構築   

・搬送先決定までの時間等のデータを収集し、地域ごとの実績を定期的に公  

表   

・周産期救急医療を救急医療対策の中に位置づけるよう、医療計画に関する  

基本方針を改正  

＜本文＞  

4 救急患者搬送体制の整備  

（1）母体搬送体制  

母体搬送には、妊産婦救急のための搬送と胎児及び出生後の新生児の治療の  

ための搬送がある。特に母体救命救急に対しては、病態に応じた搬送体制の整  

備が急がれ、以下の対応が求められる。   

・専門家が医学的見地から十分に検討した上で、救急患者の病態に応じた搬  

送基準を作成する。同時に施設間転送と救急隊による直接搬送それぞれにつ  

いての手順を定める。   

・周産期母子医療センターは、上記の基準に照らして救急患者の病態に応じ  

た受入基準を作成するとともに、対応可能な病態を公表する。   

・周産期母子医療センターは、自院の体制を踏まえ、救急患者の受入れが円  

滑にできるよう関連診療科と綿密に協議し、連携を図る。  
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